
障害福祉サービス事業所等ロボット等導入支援事業費補助金及び ICT 

導入モデル事業費補助金交付要綱の概要 
 
１ 補助事業の概要 

障害福祉サービス事業所等におけるロボット等及び ICT の活用を支援すること

で、職員の負担軽減や利用者支援の質の向上を推進するため、障害福祉サービス

事業者等がロボット等及び ICT を導入する事業に要する経費に対し、予算の範囲

内において補助金を交付する。 
 
２ 補助対象者、補助対象経費及び補助限度額 

事業内容 補助対象者 補助対象経費 補助限度額 

ロボット等

導入支援事

業 

障害者支援施

設事業者又は

共同生活援助

事業者 

備品購入費（ロボット等の購入費用

に限る。）、使用料及び賃借料（ロボ

ット等の購入（リース）費用に限り、

当該年度末までの費用を限度額と

する。）並びに役務費（ロボット等の

初期設定に要する費用に限る。） 

※１機器当たり 10 万円以上（役務

費を除く。）の機器 

機器１台当たり 30

万円とし、障害者支

援施設においては機

器を５台又は全ての

機器の合計額 150 万

円、共同生活援助事

業所においては機器

を２台又は全ての機

器の合計額 60 万円

とする。 

ICT 導入モ

デル事業 

障害福祉サー

ビス事業者等

（相談支援を

含む。） 

工事費、報償費、旅費、需用費、役

務費、委託料、使用料及び賃借料並

びに備品購入費（いずれも ICTの導

入に係るものに限り、当該年度末ま

での費用を限度額とする。） 

※経済産業省が実施する「IT導入補

助金」を受けて実施する事業を除

く。 

１事業所当たり 100

万円とする。 

※知事が指定する事業者は法人に限られるため、補助対象者は必然的に法人である。 
 
３ その他交付条件等 

(1) 導入前後の影響について客観的な評価指標を定めて測定し、導入効果を県

に報告すること、また、別に開催する研修を受講すること（ICT）又は受講す

るよう努めること（ロボット）を条件とする。 

(2) 事業執行上の入札減及び事業計画の内容を損なわない範囲で補助額の増減

を伴わずに上位機種等に変更する場合には、変更承認申請を不要とする。 
 
４ 施行期日 

令和２年３月 23 日から施行する。 

 


